
 
 

 

タカタは４日、米国運輸省道路交通安全

局（ＮＨＴＳＡ）と一連のエアバッグリ

コールに関する同意指令に合意したと発表

した。これまでのリコール対応の制裁金と

して７千万ドル（約８５億円）を支払うと

ともに、今後の違反によっては最大１億３

千万ドル（約１５７億８千万円）の追加制

裁を受ける。今回の同意指令の合意によ

り、ＮＨＴＳＡとのリコール対応問題は決

着がついた格好となる。一方で、リコール

対策費用や訴訟問題など解決すべき課題は

山積しており、ガス発生装置（インフレー

ター）の生産や新規受注と合わせて、今後

の業績動向には不透明な部分も多い。 

 今回の同意指令では、民事制裁金として

７千万ドルの支払いが確定した。同制裁金

は６日に発表する２０１５年度４～９月期

決算に特別損失として計上する。 

 さらに同意指令では、米国での硝酸アン

モニウム使用のインフレーター（ＰＳＡＮ

インフレーター）の新規受注を行わないほ

か、１８年末までに段階的に供給を中止す

ることも合意した（補修品を除く）。時期

は使用箇所や製品によって細かく定められ

ており、その都度制裁金が課せられる内容

となっている。 

 今回のＮＨＴＳＡとの合意内容は米国市

場向けとしている。ただ、４日の会見で高

田重久会長兼社長は「内容は米国での対応

だが、それ以外の地域も自動車メーカーと

協議しながら、同様のスケジュールで進め

ていく」といい、ＰＳＡＮインフレーター

の使用を中止することを明らかにした。 

 これまでタカタは、同社が唯一使用する

ＰＳＡＮインフレーターの安全性を主張

し、使用を継続する方針を示していた。た

だ、今回の使用中止に至った背景にはＮＨ

ＴＳＡに加えて、自動車メーカーの意向が

強く反映された。高田会長兼社長は「我々

は安全だという認識しているが、お客様と

の間で考え方は

色々ある」と説

明する。 

 タカタは今

後、インフレー

ターのガス発生

材として他社と

同様に硝酸グア

ニジンを使用す

る。硝酸グアニ

ジンは現在、他

社から調達する

ほか、一部車種向けに内製している。た

だ、内製の多くは米ワシントン州で製造す

る硝酸アンモニウムとなっている。今後の

エアバッグ事業の継続にはリコール対策を

含めた自動車メーカーへの対応力と、硝酸

グアニジンの安定した調達体制の確立が求

められる。             

        日刊自動車新聞 11月5日 

 

タカタ製エアバッグ改修率、 

１０月末で４８・４％ 
 

国土交通省は、タカタ製エアバッグのリ

コール（回収・無償修理）進捗状況を公表

した。対象９７８万７４７２台のうち、１

０月末時点での改修率は４８・４％。前月

末より３・１ポイント上がった。対象台数

の約半数で改修を終えたことになるが、国

内で初めてけが人が出たこともあり、国交

省は引き続き、メーカーに改修を急がせる

方針だ。 

 

タカタ、米ＮＨＴＳＡとの 

エアバッグリコール問題決着 

会見する高田社長  



 

来年６月にもドアミラーがない

自動車が認可される。自動車の国

際基準を話し合う国連の自動車基

準調和世界フォーラム（ＷＰ２

９）は、バックミラーの代わりに

カメラを使う装置の基準を週内に

も承認、協定加盟国への通報期間

を経て来年６月にも発効する見通

しとなった。国土交通省は道路運

送車両法の保安基準を改正し、改

正基準を導入する。自動車のデザ

インに大きな影響を与えるほか、

燃費向上や安全性を高める効果が

見込めそうだ。 

 

 ＷＰ２９が改正するのは「Ｒ４

６」と呼ばれる後写鏡に関する基

準。ドアミラーやルームミラーの

ほか、一部車両に適用される直前 

 

 

 

 

 

 

 

 

左側や車両直近後部などの規定が

ある。すでに直前左側のミラーは

カメラで代替できるが、今回の改

正ではすべてのミラーでカメラの

代替使用を認める。技術的要件と

して、カメラの輝度やコントラス

トなどのほか、ミラーごとに映像

を映すモニターの数や位置などを

詳細に規定した。乗用車やトラッ

ク・バスなどが対象で、二輪車は

対象外となる。 

 週内にもＷＰ２９で承認され、

通報期間を経て来年６月に発効す

る。ＷＰ２９の５８年協定（相互

承認協定）加盟国は国内法を順

次、改正し、新基準を採り入れて

いくことになる。国交省も発効と

ほぼ同時に新基準に基づく新型車

を認可できるよう、保安基準の改

正作業に入る。これまでは後写鏡

を物理的に備え付けていないと保

安基準に適合せず、公道を走れな

かったが、今後はミラーの代わり

にカメラを備え付けた車両も公道

を走ることができる。 

 突起物であるミラーがなくなれ

ば、歩行者などとぶつかった際の

加害性が緩和されるほか、空気抵

抗も減って高速走行時の燃費改善

が見込める。また、後方や直前直

左などを一体化した大型トラック

やバスの補修用ミラーは高価だ

が、小型カメラに代替できればぶ

つける機会自体が減るため、修繕

費が下がることも期待できそうだ

という。 

                                  

日刊自動車新聞 10月10日 

CO2削減数値（SPLシステム） 

リユースパーツ使用による 

CO2削減効果参考値 

平成27年10月 

3,484t 
※一般、中・大型含む車を修理する

際、新品部品を使用して修理する場合

に出るCO2排出量とリサイクル部品を

使用して修理する場合のCO2排出量の

差がCO2削減数値になります。 

一般社団法人日本自動車リサイクル

部品協議会と早稲田大学環境総合研究

センターがLCA（ライフ・サイクル・

アセスメント）の考え方に基づき共同

開発した「グリーンポイントシステ

ム」より参照。 

  

 

 

 

 

 

  

国連及び欧州経済委員会（ＥＣＥ）傘下で、自動車基準の国際調和を図る組織。排ガス・エネルギーや灯火

器、ブレーキなどの組織に分かれ、加盟国の専門家が統一基準を議論している。基準には相互承認協定（５８

年協定）、世界技術規則協定（９８年協定）の二つあり、日本でより重視されるのは５２カ国・地域が加盟

し、これまで１３７規則が整えられた５８年協定だ。今回、改正された「Ｒ４６」も５８年協定に基づく基準

で、この基準を満たしていれば加盟国での認証手続きが不要になる。９８年協定は３５カ国・地域が参加し、

これまで１６規則ができている。           

東京モーターショーでは規

制緩和を見越したコンセプ

ト車も見られた（レクサス

「ＬＦ―ＦＣ」） 

国際基準見直しでミラーなし車両ＯＫ 

 

ＷＰ２９（自動車基準調査世界フォーラム）とは 





 


